
大洲市の財務書類
（令和６年３月３１日現在）

令和５年度決算



１．新地方公会計制度に基づく財務書類（財務４表）整備の概要

名　　称

① 貸借対照表
　（BS：Balance Sheet）

② 行政コスト計算書
  （PL：Profit and Loss statement）

③ 純資産変動計算書
   （NW：Net Worth statement）

④ 資金収支計算書
    （CF：Cash Flow statement）

Ⅰ．令和５年度　大洲市財務書類の公表について

　　現在の地方公共団体の会計は、現金主義・単式簿記という方法を採用しています。これは、取引における
現金の収入・支出を記録することで、現金預金の動きを明確に把握することができるものです。

　　しかし、単式簿記では、地方公共団体が所有している土地・建物などの資産の状況や、今後返済予定で
ある地方債の負債額などのストック情報、減価償却費など現金支出を伴わない行政サービスを提供するた
めの費用が算出されていないことが問題とされていました。

　　そのため、現在の単式簿記を補完し、より実態に即した財政状況を明らかにするために、国において、「固
定資産台帳整備と複式簿記の導入を前提とした財務書類作成に関する統一的な基準」を示すと共に、全
ての地方公共団体に対して「統一的な基準」に基づく平成２８年度決算での財務書類を作成するよう要請
がありました。

　　大洲市では、平成２０年度決算から平成２７年度決算においては、総務省が示していた「総務省方式改
訂モデル」により財務書類４表を作成していましたが、平成２８年度決算より「統一的な基準」に基づく財務
書類を作成し、公表しています。

　　新地方公会計制度は、現金主義・単式簿記を特徴とする従来の会計制度に対して、発生主義・複式簿記
である企業会計の手法を導入するものであり、「統一的な基準による地方公会計マニュアル（令和元年8
月改訂）」で示されている様式により、財務書類４表と財務書類に関連する事項についての附属明細書、及
び財務書類作成における説明事項を示した注記を加えて作成しています。

　　財務書類４表は、① 貸借対照表、② 行政コスト計算表、③ 純資産変動計算書、④ 資金収支計算書の４
つの書類で構成しています。

　地方公共団体がどのような資産を保有しているのか（資産保有状況）と、
その資産がどような財源でまかなわれているのか（財源調達状況）を対照
表示するものです。
　基準日時点での保有資産及び、資産を形成するために要した財源（負
債・純資産）を示しています。

　１年間の地方公共団体の行政サービスに伴うコストを示したものです。
　行政活動のうち、人的サービスや各種給付サービスなど資産形成につな
がらないコストや、従来の現金主義会計では捕捉できなかった減価償却
費など現金の支払いを伴わない費用と、行政サービスの対価として得られ
た収入を対応させて表示しています。

　地方公共団体の純資産（資産から負債を差し引いた残り）が、１年間に
どのように増減したかを示したものです。

　１年間の現金の収入・支出を、性質の異なる３つの区分（業務的収支、投
資的収支・財務的収支）に分けて示したものです。

概　　要
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２．財務書類の連結対象範囲

　「統一的な基準」により、対象範囲が異なる３つの区分で財務書類を作成しています。

連結対象とする会計等の範囲

　大洲市の一般会計と2つの特別会計を対象とする一般会計等財務書類、その他の特別会計及び企業会
計を含めて対象とする全体財務書類、更に本市と関係のある団体（一部事務組合・広域連合・地方公社・
第三セクター等）を含めて対象とする連結財務書類を作成しています。ただし、一部事務組合・広域連合
は、当年度の経費負担割合に応じた比例連結またはみなし連結を行っています。

一般会計

土地取得造成特別会計

飲料水供給事業特別会計

国民健康保険特別会計

国民健康保険診療所特別会計

後期高齢者医療特別会計

介護保険特別会計

港湾施設事業特別会計

農業集落排水事業特別会計

温泉事業特別会計

水道事業会計

工業用水道事業会計

下水道事業会計

病院事業会計

大
洲
市
の
会
計

企
業
会
計

特
別
会
計

一

部

事

務

組

合

・

広

域

連

合

普
通
会
計

対象範囲

大洲・喜多衛生事務組合

大洲喜多特別養護老人ホーム事務組合

全
　
　
体

会計名・団体名

連
　
　
結

愛媛地方税滞納整理機構

愛媛県後期高齢者医療広域連合

愛媛県市町総合事務組合（３会計）

大洲地区広域消防事務組合

八幡浜・大洲地区広域市町村圏組合（３会計）

一

般

会
計

等

株式会社ゆうとぴあ河辺

青島海運有限会社

担い手公社河辺やまびこ有限会社

一般社団法人キタ・マネジメント

ひじかわ開発株式会社

株式会社清流の里ひじかわ

地

方

公

社

・

第

三

セ

ク

タ
ー

等
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３．作成基準日

４．財務書類の相互関係

　③　行政コスト計算書の純行政コストの金額は、純資産変動計算書に記載されます。

出典：総務省「統一的な基準による地方公会計マニュアル」財務書類４表構成の相互関係より　　

　②　貸借対照表の純資産の金額は、純資産変動計算書の期末残高と対応します。

　財務書類の作成基準日は、会計年度の最終日である令和６年３月３１日としています。
　なお、出納整理期間（令和６年４月１日から令和６年５月３１日）の出納については、基準日までに終了し
たものとして取り扱っています。

　①　貸借対照表のうち現金預金の金額は、資金収支計算書の本年度末資金残高に本年度末歳計外現金
　　　残高を足したもの（本年度末現金預金残高）と対応します。

　財務書類４表の相互関係は、以下の図のとおりです。

固定資産等の

変動

財源

資金収支計算書

経常費用

経常収益

業務活動収支

投資活動収支

前年度末

純資産残高

純行政コスト

純行政コスト
純資産

臨時利益

臨時損失

本年度末

資金残高

③

本年度末

純資産残高

　財務書類４表の相互関係図　

うち、

現金

預金

財務活動収支

前年度末

資金残高

貸借対照表
行政コスト

計算書

純資産変動

計算書

資産 負債

  ＋本年度末

　  歳計外現金

　  残高①

②
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１．貸借対照表

Ⅱ．大洲市の財務書類４表について

　年度末（令和6年３月３１日）における資産、負債、純資産の状況を示したものです。

（単位：百万円）

資産の部 負債の部

科　目　名 一般会計等 全体 連結 科　目　名 一般会計等 全体 連結

固定資産 113,368 134,893 140,897 固定負債 32,998 52,916 54,956

　有形固定資産 99,398 126,155 130,134 　地方債(等) 29,545 38,437 38,571

　　事業用資産 50,020 53,252 55,403 　退職手当引当金 3,152 4,182 6,076

　　インフラ資産 48,799 70,256 71,975 　その他 301 10,297 10,308

　　物品 578 2,647 2,757 流動負債 3,982 5,684 5,924

　無形固定資産 82 92 101 　1年内償還予定地方債(等) 3,431 4,525 4,609

　投資その他の資産 13,888 8,646 10,662 　未払金 14 410 447

　　投資及び出資金 5,871 214 137 　未払費用 - - 13

　　投資損失引当金 △ 49 △ 49 - 　前受金 - 36 37

　　長期延滞債権 413 455 455 　賞与等引当金 389 536 628

　　長期貸付金 11 11 11 　預り金 32 32 34

　　基金 7,646 8,024 10,066 　その他 116 145 156

　　その他 - - 1

　　徴収不能引当金 △ 4 △ 8 △ 8

流動資産 6,666 8,995 9,495 負債合計 36,979 58,600 60,880

　現金預金 2,465 4,000 4,492 前年度比 △ 457 △ 909 △ 787

　未収金 100 726 734

　短期貸付金 17 17 3

　基金 4,088 4,088 4,088 純資産の部

　棚卸資産 - 78 88 純資産合計 83,055 85,288 89,513

　その他 0 122 126 前年度比 388 6 △ 547

　徴収不能引当金 △ 3 △ 35 △ 35

143,888 150,393

繰延資産 - - 0

前年度比 △ 68

資産合計 120,034 143,888 150,393 負債及び純資産合計 120,034

△ 903 △ 1,334

※　表示単位の端数処理（四捨五入）により、合計等が一致しない場合があります。

　資 産 の 部：施設・道路などこれまで積み上げてきた将来の世代に引き継ぐ社会資本や、投資・基金など将来
　資 産 の 部：現金化することが可能な財産です。

　負 債 の 部：地方債や退職手当引当金など、将来の負担となるものです。

　純資産の部：現在までの負担で形成された資産で、返済の必要がないものです。

前年度比 △ 68 △ 903 △ 1,334

　資産は、一般会計等では、近年は増加傾向にありましたが、令和5年度は、前年度と比べ7千万円減少しました。現金

預金が8億5千万円減少、有形固定資産が1億2千万円減少しました。一方で、基金は6億6千万円増加しました。

　有形固定資産は、資産の整備が抑制されたことに加え、減価償却が進んだことにより、減少しました。令和5年度は、肱

川地区の複合公共施設や官民共創拠点施設を取得し、白滝大橋や新畑の前橋の修繕第3期が完了しました。

　基金は、将来行う事業に充てることを目的に合併振興基金、公共施設等整備基金に各5億円を積立ましたが、公共施

設等整備基金は3億3千万円を取崩し、環境センターや庁舎の工事等に充てました。

　将来の世代の負担となる負債も、一般会計等では、平成30年度以降は増加傾向にありましたが、令和5年度は、前年

度と比べ4億6千万減少しました。地方債が、前年度と比べ4億5千万円減少しました。臨時財政対策債が6億3千万円

減少したためです。
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２．行政コスト計算書

　　行政コスト計算書は、会計年度中（１年間）に経常的に発生する人的サービスや各種給付サービスなどの
行政サービスに要したコスト「経常費用」と、行政サービスに対する収益「経常収益」を示したものです。
　　また、災害復旧費などの「臨時損失」と、資産売却などにより生じた「臨時利益」を併せて表示しています。

（単位：百万円）

科　目　名 一般会計等 全体 連結

　経常費用 23,127 37,093 44,914

　　業務費用 13,468 18,952 21,637

　　　人件費 5,234 7,383 8,816

　　　物件費等 8,011 10,839 11,899

　　　その他の業務費用 224 729 923

　　移転費用 9,659 18,142 23,276

　　　補助金等 4,962 15,034 20,153

　　　社会保障給付 3,103 3,103 3,103

　　　他会計への繰出金 1,591 - -

　　　その他 4 4 20

　経常収益 1,092 4,506 5,757

　　使用料及び手数料 396 3,536 3,581

　　その他 697 970 2,177

純経常行政コスト 22,035 32,587 39,157

　臨時損失 1,370 1,382 1,385

　臨時利益 5 5 5

純行政コスト 23,400 33,963 40,536

前年度比 700 1,018 1,125

※　表示単位の端数処理（四捨五入）により、合計等が一致しない場合があります。

　純行政コストは、一般会計等では前年度と比べ増加しました。

　毎年度、経常的に発生する純経常行政コストは、一般会計等では前年度と比べ9億8千万円増加しました。人件費、物

件費等、補助金等が増加しました。

　人件費は、会計年度任用職員に対する給料等が増加したことにより、2億7千万円増加しました。

　物件費等は、2億9千万円増加しました。うち、物件費は1億6千万円増加し、橋梁点検などの交付金道路整備事業や観

光施設の指定管理施設管理経費が増加、児童生徒用木製机椅子整備事業を新たに実施しました。減価償却費は、増加

傾向にあり、9千万円増加しました。

　補助金等は、3億3千万円増加しました。事業者応援チケット事業補助金やいきいき大洲農業農村活性化事業費補助

金が発生しました。

　行政サービス利用の対価である経常収益は、一般会計等では前年度と比べ4千万円減少しました。残土処理場使用料

が減少しました。
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３．純資産変動計算書

　　純資産変動計算書は、純資産（現在までの世代が負担し、将来返済が不要な財産）が、会計期間（１年
間）中にどのように増減したかを示しており、「財源」、「資産評価差額」、「無償所管換等」、「比例連結割合
変更に伴う差額」、「その他」に区分して表示しています。

（単位：百万円）

科　目　名 一般会計等 全体 連結

前年度末純資産残高 82,666 85,282 90,059

　純行政コスト（△） △ 23,400 △ 33,963 △ 40,536

　財源 23,780 33,945 40,230

　　税収等 17,933 21,817 24,834

　　国県等補助金 5,846 12,128 15,396

　本年度差額 380 △ 19 △ 307

　固定資産等の変動（内部変動） - - -

　資産評価差額 - - -

　無償所管換等 △ 7 25 25

　比例連結割合変更に伴う差額 - - △ 265

　その他 15 - -

　本年度純資産変動額 388 6 △ 547

本年度末純資産残高 83,055 85,288 89,513

※　表示単位の端数処理（四捨五入）により、合計等が一致しない場合があります。

　　純行政コスト･･････････行政コスト計算書（５ページ）の「純行政コスト」欄の数値をマイナス表記した
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 額と一致します。
　　本年度末純資産残高･･･貸借対照表（４ページ）の「純資産合計」と一致します。

　税収等や国県等補助金の財源から純行政コストを除いた本年度差額は、財源が純行政コストを上回ったことから、3億

8千万円の増加となりました。

　財源の税収等は、地方交付税や寄付金が増加しました。国県等補助金は、投資活動支出に充てる国庫支出金が減少し

ました。

　本年度差額から純資産を変動させる項目を増減した本年度純資産変動額は、一般会計等では3億9千万円の増加と

なり、本年度末の純資産額は830億5千万円となりました。
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４．資金収支計算書
　

　資金収支計算書は、会計期間（１年間）の資金収支の状況を示したものです。
　「業務活動収支」、「投資活動収支」、「財務活動収支」の３つに区分しています。

（単位：百万円）

科　目　名 一般会計等 全体 連結

業務活動収支 3,290 3,695

記
載
を
省
略
す
る
こ
と
が

許
容
さ
れ
て
い
る
た
め
省
略

　業務支出 19,390 32,156

　　業務費用支出 9,731 14,015

　　移転費用支出 9,659 18,141

　業務収入 22,632 35,814

　　税収等収入 17,919 21,486

　　国県等補助金収入 3,818 9,927

　　使用料及び手数料収入 401 3,583

　　その他の収入 494 817

　臨時支出 1,216 1,228

　臨時収入 1,264 1,264

投資活動収支 △ 3,590 △ 3,865

　投資活動支出 5,358 6,310

　投資活動収入 1,768 2,445

財務活動収支 △ 555 △ 1,115

　財務活動支出 3,621 5,163

　財務活動収入 3,066 4,049

本年度資金収支額 △ 855 △ 1,285 △ 1,325

前年度末資金残高 3,288 5,253 5,808

比例連結割合変更に伴う差額 - - △ 23

本年度末資金残高 2,434 3,968 4,460

前年度末歳計外現金残高 31 31 76

　令和5年度の一般会計等における業務活動収支は、前年度と比べ4億4千万円黒字が減少しました。人件費・物件費等

の業務支出が前年度と比べ7億8千万円増加したためです。

　投資活動収支は、前年度と比べ10億円8千万円赤字が減少しました。公共施設等整備費支出が11億7千万円減少し

たためです。

　財務活動収支は、前年度と比べ8億3千万円黒字が減少し、平成２９年度以来の赤字となりました。地方債発行収入が

前年度と比べ10億7千万円減少しました。

※　表示単位の端数処理（四捨五入）により、合計等が一致しない場合があります。

　本年度末現金預金残高は、貸借対照表（４ページ）の資産の部－流動資産－現金預金と一致します。

　業務活動収支：税収などによる収入や、行政サービスの提供のために必要となる支出
　投資活動収支：施設・道路など固定資産の形成や、投資的な活動に係る収入・支出
　財務活動収支：市債の発行や償還などの資金調達に係る収入・支出

本年度歳計外現金増減額 1 1 △ 44

本年度末歳計外現金残高 32 32 32

本年度末現金預金残高 2,465 4,000 4,492
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【資産の部】

行政活動を行うために長期に渡って使用する資産

公共サービスに使用されている土地や建物で、インフラ資産、物品以外の資産
（例：庁舎、学校、公民館、市営住宅など）

道路、橋梁やトンネル、上下水道など社会基盤となる資産

車両、備品など

ソフトウェア、温泉権、著作権など

有価証券や関連団体への出資金など

連結対象団体の実質価額が取得価額より著しく低下した場合に評価を行い、低
下した額を引き当てたもの

税金や使用料など、未収となってから１年以上経過しているもの

個人や団体に対する金銭の貸付で、償還予定が１年を超えるもの

流動資産の基金に区分されない基金

固定資産に区分される上記及び徴収不能引当金以外のもの

長期延滞債権などの金銭債権に対する将来取立不能額（不納欠損額）を見積
もったもの

現金や預金など

未収金 税金や使用料など、未収となってから１年以内のもの

個人や団体に対する金銭の貸付で、翌年度に償還期限が到来するもの

財政調整基金及び特定の地方債の償還に充てるもの以外の減債基金

売却目的で保有している資産

流動資産に区分される上記及び徴収不能引当金以外のもの

未収金などの金銭債権に対する将来取立不能額（不納欠損額）を見積もったも
の

【負債の部】

市が発行した地方債で、償還予定が１年を超えるもの

基準日時点で職員全員が退職するものと仮定した場合に必要となる退職手当
の見積額

固定負債に区分される上記以外のもの

市が発行した地方債で、翌年度に償還予定のもの

特定の契約により既に確定している債務のうち、支払が済んでいないもの

一定の契約に従い、継続して役務の提供を受けている場合、既に提供された役
務に対して、未だその対価の支払を終えていないもの

代金の納入は受けているが、これに対する義務の履行を行っていないもの

翌年度に支払が予定されている賞与のうち本年度負担額

職員給与等から徴収した税金や社会保険料、契約保証金など一時的に預かっ
ているもの

流動負債に区分される上記以外のもの

未払費用

賞与等引当金

預り金

基金

長期延滞債権

長期貸付金

基金

その他

徴収不能引当金

現金預金

短期貸付金

棚卸資産

退職手当引当金

その他

1年内償還予定地方債

未払金

その他

徴収不能引当金

地方債

前受金

固定負債

流動負債

※　「固定資産」と「流動資産」、「固定負債」と「流動負債」の区分は、１年基準を採用しています

その他

固定資産

解説

流動資産

事業用資産

インフラ資産

物品

投資及び出資金

投資損失引当金

有形固定資産

無形固定資産

投資その他の資産

用  語  解  説

科目名

１．貸借対照表

- 8 -



職員給与や職員報酬、退職手当負担金など

消耗品、光熱水費や通信費、委託料、施設等の維持補修に係る経費や固定資
産の減価償却費など

地方債の利息、徴収不能引当金の繰入額など

負担金や補助金、交付金など

医療給付、生活保護費などの社会保障費

特別会計への資金の支出

補填及び賠償金、寄附金など

使用料、手数料、営業収益など

受取利息、営業外収益など

臨時的に発生する費用で、災害復旧に要する経費、資産の除却や売却により生
じた損失など

臨時的に発生する収益で、災害による保険金の収入、資産の売却により生じた
利益など

市税や地方交付税、地方譲与税など

国や県からの補助金

資産の評価差額

無償で譲渡または取得した固定資産の評価額、その他年度途中に判明した固
定資産価額など

比例連結を行う一部事務組合等の連結割合が変動した場合の、期首純資産残
高の変動額

上記以外の資産及び負債の変動額

人件費、物件費、補助金、社会保障費など、毎年度継続的に支出されるもの

市税、保険料、使用料、手数料など、毎年度継続的に収入となるもの

災害復旧事業費など、臨時的に支出されるもの

資産の売却に伴う収入など、臨時的に収入となるもの

有形固定資産等、基金積立金、投資や貸付金の資産形成のために支出したも
の

資産形成の財源に充てられた補助金、取崩した基金、固定資産の売却収入など

地方債などの元金の償還

地方債などの借入による収入

比例連結を行う一部事務組合等の連結割合が変動した場合の期首資金残高
の変動額

職員給与等から徴収した税金や社会保険料、契約保証金など市の所有に属さ
ない現金

その他

人件費

物件費等

その他の業務費用

無償所管換等

比例連結割合変更に伴う差額

補助金等

比例連結割合変更に伴う差額

業務活動収支

投資活動収支

財務活動収支

投資活動支出

投資活動収入

財務活動支出

財務活動収入

業務支出

業務収入

臨時支出

臨時収入

歳計外現金

経常費用

経常収益

臨時損失

４．資金収支計算書

３．純資産変動計算書

科目名

臨時利益

２．行政コスト計算書

解説

科目名 解説

解説

国県等補助金

使用料及び手数料

その他

税収等

社会保障給付

他会計への繰出金

その他

資産評価差額

業務費用

財源

科目名

移転費用
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　　⇒　(１) 住民一人当たりの資産

　　⇒　(２) 有形固定資産減価償却率

　　⇒　(３) 将来世代負担比率

　　⇒　(４) 純資産比率

　　⇒　(１) 住民一人当たりの負債

　　⇒　(５) 基礎的財政収支

　　⇒　(１) 住民一人当たりの行政コスト

　　⇒　(６) 受益者負担比率

　行政サービスの提供に対する受益者負担の割合が適切かを検証します。

Ⅲ．財務書類から分かる財政指標

財務書類4表を以下の視点から指標化し、本市の財務状況を分析します。

≪分析の視点≫

[１]　将来世代に残る資産はどのくらいあるか【資産形成度】

[２]　将来の世代と現代の世代との負担の分担は適切か【世代間公平性】

[４]　行政サービスは効率的に提供されているか【効率性】

[５]　歳入はどのくらい税金等でまかなわれているか【自律性】

　将来世代に残る資産、資産が形成されてからの時間の経過を示す比率について分析します。

　現在保有している資産を形成するにあたり、現世代以前の負担額、将来世代の負担額を分析します。

　決算年度末時点での負債の程度を分析し、財政状況が健全に推移しているかどうかを分析します。

　現水準の行政サービスを提供する上で必要となっている経費について、行政サービスの効率性を検証
します。

[３]　財政の健全性が保たれているか【継続可能性(健全性)】
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資産 負債 純資産 純行政コスト
純経常

行政コスト

一般会計等 301万円 93万円 208万円 59万円 55万円

全体 361万円 147万円 214万円 85万円 82万円

連結 377万円 153万円 225万円 102万円 98万円

※令和6年1月1日現在の住民基本台帳人口（39,867人）

資産 負債 純資産 純行政コスト
純経常

行政コスト

一般会計等 296万円 92万円 204万円 56万円 52万円

全体 357万円 147万円 210万円 81万円 77万円

連結 374万円 152万円 222万円 97万円 93万円

※令和5年1月1日現在の住民基本台帳人口（40,580人）

≪分析指標≫

(１)　住民１人当たりの資産、負債、純資産、行政コスト

　≪資産・負債・純資産について≫
　住民1人当たりに換算して、一般会計等では前年度と比べ資産が5万円、負債が1万円増加しました。
　令和5年度においては、有形固定資産の整備が抑制されたことに加え、減価償却が進んだことから、
資産総額は減少しました。臨時財政対策債が減少したことから、負債総額も減少しました。一方で、人
口の減少に伴い、住民1人当たりに換算した資産・負債は増加しました。

　≪行政コストについて≫
　住民1人当たりに換算して、一般会計等の純行政コスト、純経常行政コスト共に、前年度と比べ3万円
増加しました。増加の要因は、経常費用の人件費、物件費、減価償却費、補助金等が増加したためで
す。

　行政コストは、平成30年度を境に多くなっています。災害復旧や感染症、物価高騰対策などの臨時的
な費用や、ＤＸ化などの新たな住民サービスにコストを要しています。

　≪今後について≫
　今後も、老朽化に伴う施設等の建替や改修が見込まれています。また、人口は減少しているため、住民
1人当たりの資産・負債は増加するものと推測されます。
　多種多様な住民サービスの提供や固定資産の維持管理費用の増加が見込まれていることから、効率
的な財政運営や経常経費の縮減などに努めます。固定資産の維持管理においては、予防保全と事後
保全を組み合わせながら、計画的に補修や修繕を行い、既存資産の長寿命化等を推進し、ライフサイク
ルコストの縮減を図ります。

令和5年度

令和4年度
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算出方法

令和5年度 一般会計等 67.7% 全体 63.4% 連結 63.5%

令和4年度 一般会計等 67.0% 全体 62.8% 連結 62.9%

算出方法

令和5年度 一般会計等 26.8% 全体 29.0% 連結 28.3%

令和4年度 一般会計等 26.7% 全体 29.4% 連結 28.6%

算出方法

令和5年度 一般会計等 69.2% 全体 59.3% 連結 59.5%

令和4年度 一般会計等 68.8% 全体 58.9% 連結 59.4%

　一般会計等では、前年度と比べ0.1％増加しました。増加の要因は、公共施設等の整備のために地方
債を発行したためです。平成30年度以降は、災害からの復旧・復興や公共施設等の整備のために地
方債を多く発行しています。

　将来世代が負担する割合が徐々に増加しています。平成30年度以降、9％増えました。

　一般会計等では、前年度と比べ0.4％増加しました。

　全体や連結の割合が一般会計等に比べ低いのは、公営企業会計の純資産比率が低いためです。

(４)　純資産比率

　社会資本整備の結果を示す資産に対して、将来の償還が必要な地方債による調達割合を表しています。

　割合が高いほど、将来世代の負担割合が大きいことを示しています。

(３)　将来世代負担比率

(２)　有形固定資産減価償却率

純資産／総資産

　一般会計等では、前年度と比べ0.7％増加しました。資産の整備が抑制されたことに加え、減価償却
が進んだことが要因です。

　有形固定資産は全体的に形成されてから耐用年数の約6～7割が経過している状況にあります。減価
償却が進んでいるということは、今後の維持補修や更新等に多くの経費が必要になります。

　返済義務のない純資産の総資産に対する割合です。

　この比率が高いほど財政状況が健全であることを示しています。

（地方債等＋１年内償還予定地方債等-特例地方債）／（有形固定資産＋無形固定資産）

減価償却累計額／（有形固定資産－土地等の非償却資産＋減価償却累計額）

　有形固定資産のうち償却資産（物品を除く、建物や工作物などの償却資産）について、耐用年数に対して資産を

取得してからどの程度経過しているかを表すものです。

　この比率が高いほど施設の減価償却が進んでいることを示しています。
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算出方法

令和5年度 一般会計等 全体

令和4年度 一般会計等 全体

算出方法

令和5年度 一般会計等 4.7% 全体 12.1% 連結 12.8%

令和4年度 一般会計等 5.1% 全体 12.9% 連結 13.8%

　一般会計等では、前年度と比べ0.4％減少しました。減少の要因は、補助金等や人件費などの経常費
用が増加、かつ、経常収益の使用料が減少したためです。

　全体や連結の割合が一般会計等に比べ高いのは、受益者負担比率の高い上下水道事業や病院事
業などが含まれているためです。

(６)　受益者負担比率

　経常費用に対する、使用料及び手数料などを主とする経常収益の割合を示しています。

(５)　基礎的財政収支

　一般会計等では、前年度と比べ1億3,026万円減少しました。減少の要因は、補助金等や人件費など
の業務支出が増加したためです。

　令和3年度以降は黒字ですが、業務活動で投資活動の資金は賄えているものの地方債の償還に係る
支出は確保できていない状況です。税収等及び国県等補助金並びに使用料など業務収入の確保に加
え、経常費用など業務支出の縮減に努めることにより業務活動収支の黒字を増やしつつ、投資活動収
支の赤字の圧縮に努める必要があります。

7億4,456万円4億3,921万円

経常収益／経常費用

5億6,947万円 10億1,901万円

　業務活動収支(支払利息支出を除く)＋投資活動収支（基金積立支出・基金取崩収入を除く）

　地方債及び基金の取崩などを除く税収などの歳入と過去の地方債などに対する償還金及び基金の積立を除い

た歳出の差を表したものです。

　この差が均衡していれば、経済規模に対する地方債等の比率は増加しないとされています。
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